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○自律技術 

・自律移動技術のうち、飛行型については、上空を飛行するため GPS(*5）による位置認

識で十分に自律移動が可能である。 

地上を走行するロボットについては、高精度な GPS(RTK-GPS)(*6)を利用する。しか

し、石油コンビナート内には金属構造物が多いため、GPS の電波が遮蔽され、GPS に

よってロボットの位置が認識できない領域がある。そこで、 

△事前に石油化学コンビナートでロボットを走行させ、回転式のレーザー距離計

(LiDAR: Light Detection and Ranging)を利用し、周囲の建物や構造物、道路

状況等の周辺の形状を計測し、計測したデータを基に「ロボットの自律走行用の

地図」を作成する。 

▲ロボットが自律走行する際に、回転式のレーザー距離計で周辺にある建物や構

造物等を計測し、事前に作成した「ロボットの自律走行用の地図」と照合するこ

とによりロボットがロボット自身の位置を認識する。 

この△地図を作成し、▲地図と照合し位置を認識する技術は SLAM（Simultaneous 

Localization and Mapping；自己位置推定と地図の同時作成）と呼ばれる技術であ

る。この技術は大変高度な技術で、推定が上手くいかないことがある。さらに、ロボ

ットに搭載されている、車輪の回転計、加速度計、ジャイロなどを利用して位置を推

定する手法（オドメトリィと呼ばれる）もあるが精度が低い。このため、石油化学コ

ンビナートでは、RTK-GPSでの位置計測、SLAMによる位置推定、オドメトリィによる

位置推定を適宜切り替え自律走行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ホース延長ロボットについては、走行しつつ、ホースの張力を検知し、ホースを引き

ずることなく、自動的にリールを繰り出し、巻き取りを行う技術。 

 
○耐放射熱技術 

・国内に設置されている最大級の石油タンク（直径 100m と想定）に、燃焼した際の発

熱量が最も大きい原油(*6)を貯蔵している状況において、全面火災(*7)となった場合

に 50m 離れた位置で受ける熱量に安全率を考慮し、20kw/㎡の放射熱を受け続けても

ロボットが機能し続けられる技術の開発。 

・放水砲ロボットに接続するホース耐熱性も放水砲ロボットの耐熱性能に対応させ、通

水後の内圧に耐える強度を保持する技術の開発。 

・GPS、熱画像カメラ、回転式レーザー距離計など熱に弱い計測機器を熱から守りつつ、

システム全体の機能を維持する技術の開発。 

試作機の開発 

（各単体ロボッ

ト） 

全体システムの研究開発の前段階として、消防ロボットシステムを構成する各単体ロボ

ットを試作する。各ロボットには、「基礎技術の研究」において実用化レベルを目指して開

発した技術のうち、協調連携技術、自律技術、耐放射熱技術を導入する。なお、協調連携

技術については、単体ロボットの試作としているため、「基礎技術の研究」欄に示したとお
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度な技術を活用し、石油化学コンビナート等における大規模な事故・災害に対応し、災害拡大の抑制

を図るための消防ロボットシステムを、実戦配備ができるレベルで研究開発することとし、以下の通

り達成目標を設定した。 

①消防ロボットシステムを構成する各単体ロボット試作機の完成 

当初３年間（平成 26年度〜平成 28年度）において、基礎技術の研究を進め、消防ロボットシ

ステムを構成する各単体ロボット（飛行型偵察・監視ロボット、走行型偵察・監視ロボット、放

水砲ロボット、ホース延長ロボット）の試作機を完成させる。なお、本研究開発を効率的に遂行

し、目標を達成するために、ユーザーとなる消防本部職員を含む外部有識者で構成される研究評

価会を開催し、現場ニーズや高度な科学技術の活用のための助言を得るとともに、事業実施内容

の評価を受ける。 

②実戦配備型消防ロボットシステムの完成 

平成 29 年度〜平成 30 年度の２年間において、試作した各単体ロボットを消防本部に貸与し、

試験評価を実施する。試験評価の結果を基に、各種技術を高精度化するとともに、運用上の指摘

事項について検討・改良し、消防ロボットシステムを実戦配備が可能なレベルで完成させる。実

戦配備型には、試作した４種のロボットに加え指令システム及び搬送車輌で構成する。なお、ユ

ーザーとなる消防本部職員を含む外部有識者で構成される研究評価会を継続開催し、現場ニーズ

や高度な科学技術の活用のための助言を得るとともに、事業実施内容の評価を受ける。 

【フェーズ２】 

完成させる実戦配備型消防ロボットシステムについて、「消防ロボットの研究開発事業に係る評価

会」(*9)における評価を受けるとともに、消防本部の要望も勘案し、以下の③及び④を達成目標とす

るフェーズ２に進めるかを判断することとした。フェーズ２に進んだ場合の達成目標を以下の通り設

定した。 

③実戦配備型消防ロボットシステムの実証配備と高度化 

令和元年度〜令和 2年度の 2年間において、社会実装の第一段階として、実戦配備型を消防本

部に実証配備し、その運用において消防本部目線からの意見を聴取し、実用性向上のための改良

を行う。さらに、研究開発開始時には整備されていなかった新技術の導入検討を行い、有効性が

確認され、導入が可能な技術については改良時に導入する。改良後の実戦配備型を消防本部に再

度配備し、次年度からの通常配備につなげる。 

④複数の仕様とりまとめ 

実証配備での成果を基に、令和 2 年度末までに、今後量産され、配備が進む可能性を見据え、

消防本部の状況に応じて選択可能な複数の仕様をとりまとめる。 

(*9) 「消防ロボットの研究開発事業に係る評価会」：災害対応のための消防ロボットの研究開発

事業について、研究開発目標をより高度な次元で達成するため、消防本部の意見、社会的ニーズ、

科学的及び技術的観点等から、研究進捗及び計画について意見等を聴取し、評価等を受けるため

に開催した（平成 26 年度〜平成 30 年度）。詳しくは「６ 学識経験を有する者の知見の活用」

参照。 

 

○関連する主要な政策 

・困難地形における走行・作業エリア環境認識向上技術ＣＢＲＮ対応遠隔操縦車両システムの環境

認識向上技術の研究試作（防衛省防衛装備庁、平成 28〜令和元年度） 

遠隔操縦をより容易にする映像表示等の技術を防衛省防衛装備庁において、自律して機能す

る技術を消防庁で分担し、配備後の実際の運用における計測機器の堅牢性、搬送機器等に関す

る技術について情報交換を実施する。なお、本研究の先行研究である「ＣＢＲＮ対応遠隔操縦

作業車両システム」外部研究評価委員会（平成 28年度）に委員として参画するとともに、本研

究開発の研究評価会に当該研究の責任者にオブザーバーとしての参画を依頼し、相互の研究協

力を図る。 

・ロボット現場検証・評価（国土交通省総合政策局、平成 26〜27年度） 

ロボットによるガレキ等の除去技術を国土交通省総合政策局において、可燃性ガスが滞留す

るする領域でのロボット技術を消防庁で分担し、配備後の実際の運用における計測機器の堅牢

性に関する技術について情報交換を実施する。なお、国土交通省が外部へ委託し実施した、「次

世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会」、「同委員会災害調査部会」及び「同委員会応急
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対策推進基本計画（令

和元年５月 31 日中央

防災会議） 

（令和３年５月 25 日

中央防災会議） 

第１節 地震対策 

２ 火災対策 

⑧緊急消防援助隊等の増強 

・緊急消防援助隊の消火部隊等の増強や必要な車輌等の整備を図る

とともに、航空部隊の充実、消防防災ロボットの導入を図る。 

【具体目標】 

・緊急消防援助隊に配備可能な消防防災ロボット平成 30 年度開発

完了を目指す。 

・消防防災ロボットについて、実戦配備を踏まえた機能の最適化、

準天頂衛星の活用等新技術の導入を図ることにより、令和２年度

末に量産型仕様の策定を目指す。 

第７節 様々な地域的課題への対応 

４ 石油コンビナート地帯及び周辺の安全確保 

【具体目標】 

①石油コンビナート防災対策の充実等 

・ エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマン

ドユニット）の応急対応に資する消防防災ロボットの研究開発平

成 30年度完了を目指す。 

・消防防災ロボットについて、実戦配備を踏まえた機能の最適化、

準天頂衛星の活用等新技術の導入を図ることにより、令和２年度

末に量産型仕様の策定を目指す。 

国土強靱化基本計画 

（平成 26 年６月３日

閣議決定） 

別紙１ プログラムごとの脆弱性評価結果 

５．大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン

を含む）を機能不全に陥らせない 

5-3）コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

○コンビナートの災害に備え、エネルギー・産業基盤災害即応部隊

（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の体制強化を図るとと

もに、関係機関との合同訓練の実施、高度な消防ロボットの研究

開発等を推進する必要がある。 

６．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限

の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保すると

ともに、これらの早期復旧を図る 

6-1）電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガ

スサプライチェーンの機能の停止 

○エネルギー供給施設の災害に備え、エネルギー・産業基盤災害即

応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）が新設されたと

ころであり、同部隊の体制整備を図るとともに、高度な消防ロボ

ットの研究開発、関係機関による合同訓練の実施等を推進する必

要がある。加えて自衛防災組織の充実強化を図る必要がある。 

国土強靱化アクショ

ンプラン 2014 

（平成 26 年６月３日

国土強靱化推進本部） 

第３章 各プログラムの推進計画 

５．大規模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン

を含む）を機能不全に陥らせない 

5-3）コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

○コンビナートの災害に備え、エネルギー・産業基盤災害即応部隊

（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の体制強化を図るとと

もに、関係機関との合同訓練の実施、高度な消防ロボットの研究

開発等を推進する。 

６．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限

の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保すると

ともに、これらの早期復旧を図る 

6-1）電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガ

スサプライチェーンの機能の停止 
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○エネルギー供給施設の災害に備え、エネルギー・産業基盤災害即

応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の体制整備を図

るとともに、高度な消防ロボットの研究開発、関係機関による合

同訓練の実施等を推進する。 

国土強靱化アクショ

ンプラン 2015（平成

27年６月 16日、国土

強靱化推進本） 

第３章 各プログラムの推進画等 

５．大模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーンを

含む）を機能不全に陥らせない 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

６．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低

限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保す

るとともに、これらの早期復旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LPガ

スサプライチェーンの機能の停止 

〇高度な消防ロボットの研究開発等を推進する。 

国土強靱化アクショ

ンプラン 2016（平成

28年５月 24日国土強

靱化推進本部決定） 

2017（平成 29 年６月

６日国土強靱化推進

本部決定） 

2018（平成 30 年６月

５日国土強靱化推進

本部決定） 

第３章 各プログラムの推進画等 

５．大模自然災害発生後であっても、経済活動（サプライチェーン

を含む）を機能不全に陥らせない 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

６．大規模自然災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最

低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確

保するとともに、これらの早期復旧を図る 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・LP

ガスサプライチェーンの機能の停止 

〇高度な消防ロボットの試作機の製作を行う。 

第４章 プログラム推進のための主要施策 

１．行政機能／警察・消防等 

［警察・消防等］ 

〇消防ロボットをはじめ大規模・特殊災害対応車輌・資機材等を研

究開発・導入する。 

国土強靱化年次計画

2020（令和２年６月１

８日国土強靱化推進

本部決定） 

２  45 の各プログラムの推進方針及びプログラム推進のための主要

施策 

５．経済活動を機能不全に陥らせない 

5-3 コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等 

（推進方針） 

○ドラゴンハイパー・コマンドユニット及び消防ロボットシステム 

（スクラムフォース）について、関係機関との合同訓練の実施等を

 通じた運用体制の強化を図る。 

科学技術イノベーシ

ョン総合戦略 2014～

未来創造に向けたイ

ノベーションの懸け

橋～（平成 26 年６月

24日閣議決定） 

第２章 科学技術イノベーションが取り組むべき課題 

第１節 政策課題について 

Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの構築 

３．重点的取組 

（４）自然災害に対する強靱な社会の構築 

③2030 年までの成果目標 

・ＩＣＴを活用してリモートで操作できる災害対応ロボット等を

2018 年度までに導入し、順次高度化 

別表 第２章 科学技術イノベーションが取り組むべき課題 

詳細⼯程表 

（４）自然災害に対する強靱な社会の構築 

災害情報の迅速な把握・伝達技術やロボット等による災害対応・イ

ンフラ復旧技術 

2014年度 災害対応消防ロボットの予備設計の完了 

2015年度 試作機に実装する要素技術の仕様の確定 
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2016年度 単体ロボットの試作機完成 

2020年までに災害対応・インフラ復旧の自動化・無人化技術の現場

への導入 

科学技術イノベーシ

ョン総合戦略 2015 

（平成 27年６月 19日

閣議決定） 

第２部 科学技術イノベーションの創出に向けた２つの政策分野 

第２章 経済・社会的課題の解決に向けた重要な取組 

Ⅲ．世界に先駆けた次世代インフラの構築 

ⅱ）自然災害に対する強靱な社会の実現 

３．重点的取組 

（３）「対応力」関連技術 

①取組内容 

・災害時にも適用できる次世代社会インフラ用ロボットの開発（大規

模災害現場における情報収集、消火、救助、応急復旧を、安全確保を

踏まえて行うためのロボット技術の開発） 

②2020 年までの成果目標 

・災害対応ロボットについて現場検証を踏まえ順次導入・活用拡大 

・過酷な環境下において、遠く離れた地域から遠隔操縦可能なロボッ

トや高機動パワードスーツの実用化に資する技術の確立 

科学技術イノベーシ

ョン総合戦略 2016 

（平成 28年５月 24日

閣議決定） 

第２章 経済・社会的課題への対応 

（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現 

Ⅱ 自然災害に対する強靱な社会の実現 

３）「対応力」関連技術 

・災害時にも適用できる次世代社会インフラ用ロボットや応急橋梁技

術の研究開発（大規模災害現場における情報収集、消火、救助、応

急復旧を、安全確保を踏まえて行うためのロボット技術の開発） 

４）社会実装に向けた主な取組 

・フィールドを活用した技術開発の実用性の検証と技術開発へのフィ

ードバック 

科学技術イノベーシ

ョン総合戦略 2017 

（平成 29 年６月２日

閣議決定） 

第３章 経済・社会的課題への対応 

（２）国及び国民の安全・安心の確保と豊かで質の高い生活の実現 

② 自然災害に対する強靱な社会の実現 

iii）「対応力」関連技術 

・災害時にも適用できる次世代社会インフラ用ロボットや応急橋梁技

術の研究開発（大規模災害現場における情報収集、消火、救助、応

急復旧を、安全確保を踏まえて行うためのロボット技術の開発） 

（2020 年までの成果目標） 

・災害対応ロボットについて現場検証を踏まえ順次導入・活用拡大  

統合イノベーション

戦略（平成 30 年６月

15日閣議決定） 

第６章 特に取組を強化すべき主要分野 

（１）ＡＩ技術 

③ 今後の方向性及び具体的に講ずる主要施策 

ⅱ）戦略的な技術開発等の推進 

解決すべき社会課題分野（農業、健康・医療・介護、建設、防災・

減災、製造等）において、データ連携基盤を活用したＡＩ技術の社会

実装、ロボット技術等と組み合わせた応用開発、現在のＡＩ技術の弱

みを克服する基礎・基盤的な研究開発を産学官が一体となって強力に

推進する。 

統合イノベーション

戦略 2019（令和元年 6

月 21日閣議決定） 

2020（令和２年７月17

日閣議決定） 

第Ⅱ部 

第５章 特に取組を強化すべき主要分野 

（５）安全・安心 

②目標達成に向けた施策・対応策 

ii) 育てる 

（ウ）自然災害の対応等に資する技術 

被災地等における過酷な環境下でも、人命救助やエネルギー供給を
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可能とし、 迅速な復旧を実現する技術（例えば、災害時の極限環境で

も能力を発揮する遠隔自律ロボット技術、ロボット遠隔制御にも貢献

する脳情報通信技術、自然災害時もエネルギーの活用を可能とする蓄

電・電源技術、通信ネットワーク復旧のためのコグニティブ通信技術

等） 

「日本再興戦略」改訂

2014－未来への挑戦

－（平成 26年６月 24

日閣議決定） 

第二 ３つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン 

５．立地競争力の更なる強化 

５－３．環境・エネルギー制約の克服 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

⑧石油・LPガスサプライチェーン等の維持・強化 

自然災害の被害想定等を踏まえ、新たな計画の策定等により、こ

れまでにない規模の自然災害にも対応した復旧迅速化対策を推進

する。 

中短期工程表「立地競争力の更なる強化⑪」 

石油・LP ガスサプライチェーン等の維持・強化① 

2014 年度 エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの

研究開発に着手し、実用レベル試作機の設計完了 

2016年度 単体ロボット一次試作完了 

2018年度 実用可能なロボット完成 

2019年度以降 順次導入・高度化 

「日本再興戦略」改訂

2015  −未来への投

資・生産性革命− （平

成 27 年６月 30 日閣

議決定） 

第二 ３つのアクションプラン 

一．日本産業再興プラン 

５．立地競争力の更なる強化 

５－３．環境・エネルギー制約の克服 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

⑤国内石油・ LPガス供給網等の維持・強化 

製油所等の災害対応能力の強化に向けた強靭化投資計画の策定

等を促す。 

中短期工程表「立地競争力の更なる強化⑯」 

石油・LP ガスサプライチェーン等の維持・強化② 

2015 年度 エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの

設計に基づき部分試作及び性能検証の完了 

2016年度 単体ロボット一次試作完了 

2018年度 実用可能なロボット完成 

2019年度以降 順次導入・高度化 

日本再興戦略 2016 

−第４次産業革命に向

けて−（平成 28年６月

２日 閣議決定） 

第２ 具体的施策 

Ⅰ 新たな有望成長市場の創出、ローカル アベノミクスの深化等 

１．第４次産業革命の実現 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）第４次産業革命の鍵を握る人工知能技術の研究開発と社会実装

を加速 するための司令塔機能の確立と規制・制度改革、企業や組

織の垣根を越 えたデータ利活用プロジェクト等の推進 

② 規制・制度 改革 、データ利活用プロジェクト等の推進 

【プロジェクト抽出体制の整備】 

【個別プロジェクトの実行実現】 

＜BtoC のビジネス領域関連＞ 

オ）次世代ロボットの利活用促進 

人工知能の研究開発・産業化に向けた取組とも連携しながら、 複

数のロボットが周囲の環境等も認識した上で、自律的に連携してい

くといった新たなロボット社会の実現に向け、緊急時を含む人の移

動・物の輸送、災害対応、インフラ維持管理などをはじめ、幅広い
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分野における技術開発・実証を進める。技術開発・実証を進める。 

中短期工程表「エネルギーミックスの実現と環境・エネルギー投資の

拡大⑮」 

資源価格の低迷下での資源安全保障の強化等③ 

2016年度 エネルギー・産業基盤災害対応のための消防ロボットの

設計、部分試作及び性能検証に基づき、単体ロボットの 1次試作を

完了 

2018年度 実用可能なロボット完成 

2019年度以降 順次導入・高度化 

未来投資戦略 2017 

―Society 5.0 の実

現に向けた改革― 

具体的施策（平成 29

年６月９日） 

中短期工程表「エネルギーミックスの実現と環境・エネルギー投資の

拡大⑮」 

資源価格の低迷下での資源安全保障の強化等③ 

2018年度 実戦型消防ロボットシステムの開発・完成 

2019年度以降 順次導入・高度化 

未来投資戦略 2018―

「Society 5.0」「デー

タ駆動型社会」への変

革―（平成 30 年６月

15日） 

第２ 具体的施策 

Ⅰ．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の

牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」等 

[１]「生活」「産業」が変わる 

３．次世代産業システム 

（３）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）モノのサービス化・ソリューション化 

② ロボット技術の社会実装 

ロボット新戦略（2015

年２月 10 日 日本経

済再生本部） 

第４節 インフラ・災害対応・建設分野 

（４） 2020年に目指すべき姿 

③災害対応 

人が近づくことの出来ない現場での応急復旧等には遠隔操縦・自律型

のロボットを導入する。 

首都直下地震緊急対

策推進基本計画（平成

27年 3月 31日閣議決

定） 

７ 緊急対策区域における緊急対策の円滑かつ迅速な推進に関し政
府が講ずべき措置 

① 計画的かつ早急な予防対策の推進 

カ その他の安全確保対策 

(ウ) 石油コンビナート等集積地区における安全確保 

【具体目標】 

・ エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマン

ドユニット）の応急対応に資する消防防災ロボットの研究開発平

成 30年度完了を目指す。 

③ 円滑かつ迅速な災害応急対策、災害復旧・復興への備え 

ア 一人でも多くの命を救うための防災関係機関相互の連携による

災害応急体制の整備 

【目標】 

(ⅰ)緊急消防援助隊等の増強 

・緊急消防援助隊の消火部隊等の増強や必要な車輌等の整備を図る

とともに、航空部隊の充実、消防防災ロボットの導入を図る。 

【具体目標】 

・緊急消防援助隊に配備可能な消防防災ロボット平成 30 年度開発

完了を目指す。 

経済財政運営と改革

の基本方針 2016 ～

600兆円経済への道筋

～（平成 28 年６月２

日閣議決定） 

第２章 成長と分配の好循環の実現 

２．成長戦略の加速等 

（５）防災・国土強靱化、成長力を強化する公的投資への重点化 

② 国土強靱化 

センサー・ロボット・小型無人機（ドローン）による被災状況調査

等の国土強靱化に資する技術開発・実証及び導入・普及を積極的に進
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める。 

経済財政運営と改革

の基本方針 2017〜人

材への投資を通じた

生産性向上〜（平成29

年６月９日閣議決定） 

第２章 成長と分配の好循環の拡大と中長期の発展に向けた重点課題 

４．地方創生、中堅・中小企業・小規模事業者支援 

（５）防災・国土強靱化、成長力を強化する公的投資への重点化 

②防災・減災 

南海トラフ地震、首都直下地震などの大規模地震や津波、水害、

土砂災害、火山災害などの自然災害に対し、ＩＣＴの活用・研究・

人材育成を含め、堤防整備、ダム再生など、防災・減災の取組を推

進 

５．安全で安心な暮らしと経済社会の基盤確保 

（４）資源・エネルギー 

平時有事を問わず、国内の石油・ＬＰガスの安定供給確保に向け

たサプライチェーンの維持・強化等に取り組む 

経済財政運営と改革

の基本方針 2018～少

子高齢化の克服によ

る持続的な成長経路

の実現～（平成 30 年

６月 15日閣議決定） 

第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組 

７．安全で安心な暮らしの実現 

（２）資源・エネルギー、環境対策 

②資源・エネルギー 

平時有事を問わず、国内の石油・ＬＰガスの安定供給確保に向け

たサプライチェーンの効率的維持・強化 

（３）防災・減災と国土強靱化の推進 

体制整備に努めつつ、ハード・ソフト両面において防災・減災対

策、国土強靱化の取組を進める。 

ＡＩ戦略 2019 

～人・産業・地域・政

府全てにＡＩ～ 

（令和元年６月 11日 

統合イノベーション

戦略推進会議決定） 

 

Ⅲ 産業・社会の基盤作り 

Ⅲ－１ 社会実装 

（３）国土強靭化（インフラ、防災） 

＜具体目標 3＞ 

近年多発する自然災害に対応した、ＡＩを活用した強靭なまちづくり 

（取組） 

・大規模・特殊災害の対応強化のための、複数のロボットが連携し自

律的に消火活動を行う新技術の実証と機能の最適化、コストダウン

等の推進 

（３）目標の達成状況 

【フェーズ１】 

①消防ロボットシステムを構成する各単体ロボット試作機の完成 

当初３年間（平成 26年度〜平成 28年度）において、基礎技術の研究を進め、消防ロボットシ

ステムを構成する各単体ロボット（飛行型偵察・監視ロボット、走行型偵察・監視ロボット、放

水砲ロボット、ホース延長ロボット）の試作機を完成させ、目標を達成した。平成 28年度末開催

の「消防ロボットの研究開発事業に係る評価会」において、Ｓ／Ａ／Ｂ／Ｃの四段階評価のうち、

全委員一致で「Ａ」の評価を得た。なお、完成させた各単体ロボットを平成 29年４月 14日に実

演公開した。 

②実戦配備型消防ロボットシステムの完成 

平成 28 年度に完成した各単体ロボットの試作機を２箇所の消防本部に各２ヶ月間貸与し、試

験評価を実施した。試験評価の結果を基に、基礎技術の研究において開発した技術を高精度化し、

実戦にて想定される運用上の課題を検討し、解決することにより、計画通り平成 30 年度中に消

防ロボットシステムを実戦配備が可能なレベルで完成させた。 

平成 30 年度末開催の「消防ロボットの研究開発事業に係る評価会」において、実演公開も実

施し、Ｓ／Ａ／Ｂ／Ｃの四段階評価のうち「Ｓ−」の評価を得た（各委員の評価では、Ｓ評価が多

く、Ａ評価もあったため、評価会全体の評価としては「Ｓ−」とした。）。完成した実戦配備型消

防ロボットシステムは、性能、完成度ともに当初の想定より高く、消防本部への配備が可能なレ

ベルとなった。また、消防本部のニーズと合致し、消防本部から配備の要望もあった。 

結果として、実証配備する消防本部管轄内における石油化学コンビナート等における爆発が想
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図 自動リール制御によるホース延長の様子 

（特許取得） 

○耐放射熱技術 

・20kw/㎡の放射熱を受け続けてもロボットが機能し続けられる技術を開発した。（国内・

海外特許出願中） 

・ロボットの外装をアルミ蒸着布で覆い、約 95％の放射熱を反射 

・ロボットに吸収される残り 5％の放射熱による温度上昇を、ロボット内部からアル

ミ蒸着布に噴霧し、ロボット内部を電子機器が機能できる温度に保つ。なお、放水

砲ロボット内部に水タンクを設置し、水が送水されるまでの間も、内部での水噴霧

が可能である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 小規模耐熱性実験 

                    図 アルミ蒸着布、内部に水噴霧装置を 

                      備えた放水砲ロボット 

・ホースについて、放水砲ロボットの耐熱性能と同等の耐熱性があり、通水後の内圧に

耐える強度を保持する技術を開発した。（特許取得） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 内圧をかけた状態でのホースの   図 耐熱性の高いホースを積載した 

  耐熱実験               ホース延長ロボット 

・回転式レーザー距離計について、計測の必要に応じて上下させ、保護筒の中に収納す

る。また、カメラなどのセンサが取り付けられている台は回転式となっており、温度

に応じて、ロボット内部に収納し冷却する構造とすることにより、熱から守りつつ、

システム全体の機能を維持することを可能にした。 
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         図 計測機器を熱から保護する機構 

○その他の技術 

・単一の放水口を持つ放水ノズルの内部の切り替えによって、広角放水、ストレート放

水、泡放射に対応できる放水ノズルを開発した。 

・泡を放射する際に、風の影響を小さくし、目標位置に泡を届かせる性能、十分な消火

性能を持つ泡を発泡する性能を両立させた新機構を開発した。（特許取得） 

・火災が発生している石油タンクに有効に放水するために適した地点を自動的に計算し

し、また、その地点への移動経路を自動的に算出する技術を開発した。（特許出願中） 

各単体ロボット

の試作機の開発 

 

全体システムの研究開発の前段階として、消防ロボットシステムを構成する各単体ロボ

ットを試作した。各ロボットには、「基礎技術の研究」において実用化レベルを目指して開

発した技術のうち、協調連携技術、自律技術、耐放射熱技術を導入した。 

・連続稼働 10 時間を実現。ただし、飛行型偵察・監視ロボットは、適宜バッテリーを

交換し、連続稼働時間の 1/2以上飛行し、上空からの偵察・監視活動の実施を実現し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  飛行型       走行型 

偵察・監視ロボット 偵察・監視ロボット   放水砲ロボット ホース延長ロボット 

図 消防ロボットシステムを構成する各単体ロボット試作機 

試作機の評価 

研究開発する消防ロボットシステムの試作した各単体ロボットについて、消防本部にお

ける評価試験を実施した。 

・消防本部所有の訓練施設等の他、管轄内の石油化学コンビナートにおいて試験を実施。 

・２消防本部、各２ヶ月間試験を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       放水試験             自律走行・追従走行試験 

 図 消防本部における評価試験の実施状況 

実戦配備型の 

開発 

消防本部における試作機の評価を基に、実戦配備し実災害環境下で確実に動作し、消防

本部での運用に耐え得る「実戦配備型」の開発製作を行った。 

・自律走行技術の精度の向上 

・実証配備する消防本部管内の大規模石油化学コンビナートの「ロボットの自律走行用

地図」を作成した。 
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 図 作成した東京湾岸地域の大規模石油化学コンビナートの 

   ロボットの自律走行用地図の一例（一部） 

・消防本部に実証配備し、実戦配備型消防ロボットシステムで対応すべき災害が発生した

場合、即応して出動することを前提に訓練を実施した。訓練においては、消防研究セン

ター及び企業と連携し、順次練度を高めた。最終的に、現場到着後 15分で活動開始（最

短 10分程度）、30分で放水開始を実現した。 

・上記の運用を通じて、消防本部の現場目線での実用性向上のために必要な改良事項を聴

取した。細かい項目も含めると約 40項目の意見が提示された。 

新技術導入検討 

研究開発開始時に整備されていなかった技術、考慮されていなかった技術の有効性を検

討した。 

・準天頂衛星(*10)を利用した GPS技術の精度を確認し、RTK-GPSと比較し同程度の精度

で位置計測できることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 精度確認試験に使用した準天頂衛星対応 GPS受信機 

・コスト削減を目指し、平成 30 年に開発されたローコスト回転式のレーザー距離計の

性能検証を実施し、２台用いることによって現在の１台と同程度の精度が得られるこ

とを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ローコストレーザースキャナを使用して作成した 

  ロボットの自律走行用の地図（消防研究センター構内） 

・ロボットの自律走行用の地図のより効率的な作成法を確立し、必要な計測補助器具を

作成した。 

・消防隊員の消防ロボットシステム操作習熟度の向上・技量維持を図るため、指令シス

テムシミュレータ及び飛行型偵察・監視ロボットのシミュレータを製作し、導入した。 
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図 製作した指令システムシミュレータ 

実戦配備型の 

改良 

消防本部の意見聴取及び新技術の検討を基に、優先度・実現可能性の観点から検討し、

実証配備している実戦配備型の改良、システムの改善を行った。 

・実証配備における消防本部の意見聴取から、運用上改良が必要な項目について提示さ

れた意見のうち約８割の項目に対応した。主な項目は、 

・指令システムの画面表示について、消防隊員の実用性向上のための配置変更意見

に従って変更した。 

・システムエラー表示に、エラー回避または復旧のための対応手順を表示。これま

でエラー表示で進捗しなかった作業が大幅に改善された。 

・ロボットの動作モードなどの状態は指令システムに表示されるのみであったが、

ロボット周辺で作業している作業員が指令システム操作員に確認せずにロボッ

ト状態を把握できるよう、ロボットに簡易な表示器を設置。これにより、準備時

間を短縮することができた。 

・一部のロボットだけ使用する場合は、これまで単体操縦装置で実施してきたが、

指令システムからも可能とした。 

提示された意見のうち対応できなかった主な項目は、 

・ディスプレイが、状況によっては太陽光や反射によって見にくいことがあり、改

善希望があったが、既存品を利用しているため対応ができなかった。 

・搬送車輌内のロボットの収納配置の変更の希望があったが、大規模な改修となる

ため、実現できなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 改良した指令システムメイン画面 

・検討した新技術のうち、有効性が確認されたもの。 

・準天頂衛星技術について今後精度の向上が期待されることから、対応受信機を改

良時に走行型偵察・監視ロボットに導入することとした。 

・ローコストレーザースキャナについては、有効性が確認されたものの、これまで

１台であった物と同等な性能とするためには、２台取り付ける必要があり、採用

するためにはロボットの大幅な改造が必要であることが判明したため、改良時

の導入は見送ることとした。 

量産型仕様等の 

とりまとめ 

・研究開発した消防ロボットシステムは、最大級の火災・災害に対し、現状の技術で実現

し得る性能を実現している。一方で、各消防本部において、現地の状況に応じて消防ロ

ボットシステムの構成及び機能を選択できるよう、３種類の仕様をとりまとめた。概要

は以下の通りである。 

１．改良した実戦配備型を量産化する仕様 

構成：飛行型偵察・監視ロボット、走行型偵察・監視ロボット、放水砲ロボット、 

   ホース延長ロボット、指令システム、搬送車輌 

機能：自律移動、自動放水修正（協調連携技術）、高耐熱 

２．放水システムとし、偵察・監視は既存の機器・方法を活用する仕様 

構成：放水砲ロボット、ホース延長ロボット、指令システム、搬送車輌 

機能：自律移動、高耐熱 

導入費用 １型の 2/3、維持経費 １型の 1/2  

３．放水システムとし、移動を遠隔操縦とする仕様 
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＜今後の課題及び取組の方向性＞ 

消防本部の状況に応じた３種類の仕様をまとめた。また、より簡便に消防ロボットシステムの操

作を習熟できるシミュレータなどの周辺機器も開発し、飛行型偵察・監視ロボットについては技量

維持確認プログラム等も整備した。今後の課題は、研究開発した技術の活用、広範な社会実装であ

る。今後は、災害の発生状況、消防本部のニーズを勘案し検討を進めていくものと考える。 

 

６ 学識経験を有する者の知見の活用 

平成 26年１月〜２月、この分野の有識者と面談、意見交換を実施した。また、同時期に消防本部へ

導入されたロボット開発においてアドバイザーを務めた有識者と面談、意見交換を実施し、研究開発

計画、研究開発の仕様のとりまとめを行った。 

さらに、大規模石油化学コンビナート等を管轄する複数の消防本部において意見交換を行い、現場

の要望を把握した。また、大規模石油化学コンビナート等事業者とも意見交換を実施し、現場の状況

等を把握した。これらの意見・要望や現場の状況を検討し、消防ロボットシステムの試作機及び実戦

配備型の仕様に取り入れた。 

「消防ロボットの研究開発事業に係る評価会」を平成 26年度〜平成 30年度の５年間、毎年度３回

の計 14 回（平成 30年度に限り２回）開催し、災害対応のための消防ロボットの研究開発事業につい

て、研究開発目標をより高度な次元で達成するため、消防本部の意見、社会的ニーズ、科学的及び技

術的観点等から、研究進捗及び計画について意見等を聴取し、評価等を受けた。なお、研究開発する

消防ロボットシステムは、最終的に消防本部での実運用されることが目的であり、消防本部のユーザ

ーとしての意見も重要であることから、学識経験者ばかりでなく消防本部職員を委員に含め、その知

見を活用した。評価会の概要は以下の通り。 

・委員構成 外部有識者として、消防本部職員４名、学識経験者５名、計９名が参画 

・オブザーバーとして、消防庁関係課室、消防本部、関係省庁 

・評価 Ｓ（優）／Ａ（良）／Ｂ（可）／Ｃ（不可）の４段階で評価を実施 

・令和元年 3 月に開催した最終評価会では、完成した実戦配備型の実演を実施。5 年間の全体評価

として、Ｓ：５名、Ａ：４名の評価であった。 

・「研究開発にとどまらず、社会実装についても取り組むべき」との提言あった。 

・本評価会での評価及び提言、消防本部のニーズ及び配備要望等を踏まえて令和元年度〜令和２年

度に実証配備及びこれに基づく改良等を実施することとし、最終評価会において実証配備計画に

ついての了承を得た。 

「国の研究開発に関する大綱的指針（平成 28年 12月 21日 内閣総理大臣決定）」に基づき、「消

防研究センター研究評価委員会」において、研究開発が国民の安心・安全な生活の実現に対する貢献

性を考慮し、消防防災活動に資する戦術、資機材等への転化が可能な技術であるかという観点から、

事前評価では研究開発の実施計画について意見等を聴取し評価を、また中間評価では研究開発の進捗

と計画に基づく研究開発の継続について意見等を聴取し、以下の通り評価を受けた。さらに、研究開

発終了後において、研究開発が当初の目標通りの成果を達成し、有効な研究開発であったか否かにつ

いての評価を受ける。 

委員構成 有識者１２名、うち第１分科会６名 

評価 Ａ：このまま実施／継続して研究を続ける、Ｂ：一部修正して実施／研究を続ける、Ｃ：研

究の実施を見直し／収束に向かわせる、Ｄ：研究を中止／中断する の４段階で評価。 

・事前評価 

2014/03/14 平成 25年度消防研究センター研究評価委員会 第１分科会 

平成 26年〜平成 30年の事前評価 Ａ：６名 

主な意見 

・消防ロボットの研究開発は、今後の災害対応においての活用が期待される。 

・各機関での連携により有意義な研究開発とすべき。 

・中間評価  

2017/06/23 平成 29年度第１回消防研究センター研究評価委員会 第１分科会 

2018/02/22 平成 29年度第２回消防研究センター研究評価委員会 第１分科会 

平成 26年〜平成 28年の中間評価 Ａ：６名 
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令和元年〜令和２年の事前評価 Ａ：６名 

主な意見 

・人間とロボットの分担は重要な課題。ロボットに完璧な機能を求めるべきではない。 

・研究成果を実戦配備できるレベルで完成させ、配備すること期待する。 

・事後評価 

2021/07/13 令和３年度第１回消防研究センター研究評価委員会 第１分科会 

研究の経過及び研究成果の説明 

2022/02 令和３年度第２回消防研究センター研究評価委員会 第１分科会（予定） 

研究の評価と意見への対応 

 

７ 評価に使用した資料等 

○世界最先端 IT国家創造宣言（平成 25年６月 14日閣議決定）、工程表（平成 25年６月 14日高度情報

通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20130614/siryou1.pdf 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20130614/siryou4.pdf 

○世界最先端 IT国家創造宣言（平成 26年６月 24日閣議決定）、工程表改訂（平成 26年６月 24日高度

情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20140624/siryou1.pdf 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20140624/siryou3.pdf 

○世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 27年 6月 30日閣議決定）、工程表改訂（平成 27年６月 30日高度

情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20150630/siryou1.pdf 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20150630/siryou3.pdf 

○世界最先端 IT 国家創造宣言（平成 28年 5月 20日閣議決定）、工程表改訂（平成 27年６月 30日高度

情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20160520/siryou1.pdf 

○「世界一安全な日本」創造戦略（平成 25年 12月 10日閣議決定） 

https://www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2013/__icsFiles/afieldfile/2013/12/09/h251210_

1.pdf 

○南海トラフ地震防災対策推進基本計画（平成 26年３月中央防災会議） 

http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/34/pdf/34_siryo1-5.pdf 

○南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和元年５月 31日中央防災会議） 

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankaitrough_keikaku.pdf 

○南海トラフ地震防災対策推進基本計画（令和３年５月 25日中央防災会議） 

http://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankaitrough_keikaku_honbun.pdf 

○国土強靱化基本計画（平成 26年６月３日閣議決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/kk-honbun-h240603.pdf 

○国土強靱化アクションプラン 2014（平成 26年６月３日国土強靱化推進本部決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/kkap-honbun-h240603.pdf 

○国土強靱化アクションプラン 2015（平成 27年６月 16日国土強靱化推進本部決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/ap2015.pdf 

○国土強靱化アクションプラン 2016（平成 28年５月 24日国土強靱化推進本部決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/ap2015.pdf 

○国土強靱化アクションプラン 2017（平成 29年６月６日国土強靱化推進本部決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/ap2017.pdf 

○国土強靱化アクションプラン 2018（平成 30年６月５日国土強靱化推進本部決定） 

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/ap2018_0605.pdf 

○国土強靱化年次計画 2020（令和２年６月 18日国土強靱化推進本部決定） 
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https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/pdf/nenjikeikaku2020_02.pdf 

○科学技術イノベーション総合戦略 2014～未来創造に向けたイノベーションの懸け橋～（平成 26 年６

月 24日閣議決定）本文、詳細工程表 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2014/honbun2014.pdf 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2014/kotei-3-infra.pdf 

○ロボット新戦略（2015年２月 10日日本経済再生本部） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/robot/pdf/senryaku.pdf 

○首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成 27年 3月 31日閣議決定） 

http://www.bousai.go.jp/jishin/syuto/pdf/syuto_keikaku_20150331.pdf 

○科学技術イノベーション総合戦略 2015（平成 27年６月 19日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2015/honbun2015.pdf 

○科学技術イノベーション総合戦略 2016 （平成 28年 5月 24日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2016.html 

○科学技術イノベーション総合戦略 2017 （平成 29年 6月 2日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2017.html 

〇統合イノベーション戦略（平成 30年６月 15日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/index.html 

〇統合イノベーション戦略 2019（令和元年６月 21日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/togo2019_honbun.pdf 

〇統合イノベーション戦略 2020（令和２年７月 17日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/togo2020_honbun.pdf 

○「日本再興戦略」改訂 2015 －未来への投資・生産性革命－（平成 27 年６月 30 日閣議決定）本文

（第二部）、行程表 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/dai2_3jp.pdf 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/kouteihyo.pdf 

○日本再興戦略 2016－第 4次産業革命に向けて－（平成 28年６月２日閣議決定）本文、行程表 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/zentaihombun_160602.pdf 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/kouteihyo_160602.pdf 

○未来投資戦略 2017－Society 5.0 の実現に向けた改革－（平成 29 年６月 9 日閣議決定）（具体的施

策） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2017_sisaku.pdf 

○未来投資戦略 2018─「Society 5.0」「データ駆動型社会」への変革─（平成 30 年６月 15 日閣議決

定）（第２ 具体的施策） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/miraitousi2018_d2.pdf 

〇成長戦略フォローアップ（令和元年６月 21日） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/togo2019_honbun.pdf 

○経済財政運営と改革の基本方針 2016 ～600兆円経済への道筋～（平成 28年６月２日閣議決定） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2016/2016_basicpolicies_ja.pdf 

○経済財政運営と改革の基本方針 2017〜人材への投資を通じた生産性向上〜（平成 29 年６月９日閣議

決定） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2017/2017_basicpolicies_ja.pdf 

○経済財政運営と改革の基本方針 2018～少子高齢化の克服による持続的な成長経路の実現～（平成 30

年６月 15 日閣議決定） 

https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/cabinet/2018/2018_basicpolicies_ja.pdf 

○AI 戦略 2019 ~人・産業・地域・政府全てに AI~（令和元年６月 11 日、統合イノベーション戦略推

進会議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/ai/aistratagy2019.pdf 

○国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成 28年 12月 21日内閣総理大臣決定） 
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https://www8.cao.go.jp/cstp/kenkyu/taikou201612.pdf 

 







る取組を推進する。 
（３）「超スマート社会」における競争力向上と基盤技術の強化 
② 基盤技術の戦略的強化 
ⅰ）超スマート社会サービスプラットフォームの構築に必要とな

る基盤技術 
・ハードウェアとソフトウェアのコンポーネント化や大規模シ

ステムの構築・運用等を実現する「ＩｏＴシステム構築技術」 
・大規模化するデータを大容量・高速で流通するための「ネット

ワーク技術」 
電波政策 2020 懇談

会 報告書（平成 28

年７月 15日） 

電波利用料の見直しに関する基本方針 
（２）電波利用共益事務の在り方 
② 次期における電波利用料の使途 
(ii) IoTの社会展開に向けた電波有効利用技術の研究開発・実証 

今後、IoT、ビッグデータ、人工知能等の技術の発展等により、

多様な分野・業種において IoT 機器が爆発的に普及し、2020 年に

は IoT 機器は世界で 500 億台以上になるとの予測もされている。

これにより膨大な数の IoT 機器が電波を使い、ネットワークに接

続されることが見込まれており、IoT機器の爆発的な普及に伴い、

周波数のひっ迫や他のシステムとの混信への対応が必要となる。

また、サイバー攻撃により十分にセキュリティを確保できない IoT

無線機器が不正使用され、大量の不要な電波を発生させるといっ

たサイバー攻撃を原因とする周波数のひっ迫への対応が必要とな

る。 

IoTシステムは、超多数同時接続、超低遅延といった特性が求め

られるとともに、膨大な IoT 機器等が電波を使いネットワークに

接続され、それらがネットワークを介して制御される巨大なシス

テムとなっており、周波数のひっ迫や他のシステムとの混信への

対応に当たっては、単体の無線システムについての検討のみなら

ず、このような IoT システムの特性を踏まえたシステム全体を通

じた有無線一体となった周波数有効利用技術の開発が必須であ

る。 

このため、周波数のひっ迫や混信を回避し、IoTの超多数同時接

続、超低遅延化に対応するため、ソフトウェアによる仮想ネットワ

ークを構築し、仮想ネットワーク毎に最適な電波利用を実現する

技術や、ネットワークのエッジ（末端）における周波数等の超低遅

延制御技術、AI・ビッグデータ解析に基づく空間的・時間的に稠密

な電波利用を実現する技術など、IoT機器とネットワークの有無線

一体となった IoT システム全体を最適に制御することにより周波

数を有効利用する技術や、異なる電波利用システム間の混信を排

除して周波数の共同利用を促進する技術の研究開発を実施するこ

とが必要である。 

さらに、IoT無線機器に関し、セキュリティ上の脆弱性が原因で

発生する大量かつ不要な電波輻射を抑制する技術や周波数のひっ

迫を低減するための軽量暗号・認証技術等の研究開発も必要であ

る。 

従って、次期においては、これらの研究開発を実施するととも

に、研究開発を推進するにあたっては、オープンなテストベッド環

境を構築し、産学官の連携により実証を行いつつ進めることが適

当である。 
「新たな情報通信技

術戦略の在り方」第

二次第２次中間答申

（平成 28 年７月７

第 4章 分野別の推進方策 第 1節 先端的な IoT分野の推進方策 

（３） 公共・産業分野の先端 IoTの実現に向けた課題と推進方策 

① ネットワーク（同時多数接続、柔軟性）の高度化 

ⅰ）エリアネットワーク 



日） 本格的な IoT 時代を支える基盤となるネットワーク環境につい

ては、今後、多種多様な IoTサービスの実現が期待される中で、ネ

ットワークに求められる要求条件がサービス毎に異なるため、

様々な通信方式が必要となってくる。 

特に、公共・産業の様々な分野におけるサービスにおいて多種多

様な情報収集を行う場合、これまでは、エリアネットワークでの情

報収集の手段として携帯電話事業者が提供するセルラー網が中心

的な役割を果たしてきたが、収集する情報の多様性が求められ、セ

ンサー等のデバイスの同時多接続性が要求される中で、低レート

の通信速度ではあるが、電池の長寿命化や広範囲をカバーする通

信技術の活用が求められる。 

エリアネットワークにおけるこうした通信技術は、Wi-Fiや Wi-

SUN を代表として、免許不要の形態で利用されることも多く、ネッ

トワーク全体の運用・管理を適切に行うための研究開発を推進す

る必要がある。 

 

※Wi-SUN：Wireless Smart Utility Networkの略。スマートメータ

などに活用されている省電力無線通信規格。 

 

【具体的な技術開発課題】 

⇒ エリアネットワーク内の超多接続環境における周波数有効利用

や故障検出を可能とするネットワーク運用・管理技術の開発 

 

ⅱ）コアネットワーク 

エリアネットワークが接続するコアネットワークについては、

多様なサービス形態に対応するために柔軟なネットワーク構成が

必要であり、加えて、エリアネットワークで収集された膨大な情報

がコアネットワーク上を流通し、適時適切に分析・処理を行う必要

がある。物理的なネットワークが対処できる能力を超えて、多様な

サービスへの対応や膨大な情報の処理が必要となっている中で、

ネットワーク仮想化技術を活用したネットワークソフト化やコア

ネットワークに送り込まれる膨大な情報を分散処理するエッジコ

ンピューティング技術が必要となっている。  

 

【具体的な技術開発課題】 

⇒ IoTの爆発的な増加に対応するために有無線一体で周波数を含め

たネットワーク資源を最適制御可能な統合基盤技術の開発 

（３）目標の達成状況 

４年間の研究開発を通じて、920MHzから 60GHz帯までの狭空間における複数の無線システムを

対象として、周波数管理・最適化技術及び無線環境学習・分析・予測技術を確立するとともに、

各技術の実用化に向けた実証環境を構築した。これにより、各研究開発技術の実用性を総合的に

評価した結果、複数無線システム間の輻輳・干渉回避を行いながら従来技術と比較して周波数利

用効率３倍を実現し、当初の目標を達成することができた。 

また、本研究開発を通じて得られた無線通信方式の制御技術、無線環境情報の収集技術等を基

に、受託者である国立研究開発法人及び民間企業等が連携し、製造現場等の狭空間全体の無線通

信の統合管理・可視化を実現する「SRF 無線プラットフォーム」の規格開発を行うとともに、同

プラットフォームの普及展開を行う団体を立ち上げ、技術仕様の提供、認証プログラム事業の開

始に向けた準備が行われており、製造現場等の狭空間における無線通信の円滑な利活用に向けた

環境整備が進んでいる。 

 

 

 





技術の規格策定と標準化、および普及の促進を通じ、製造現場の IoT化の進展を

目指していく。 

狭空間にお

ける無線環

境学習・分

析・予測技

術 

狭空間内で時々刻々と変化する無線環境情報を学習・分析し、製造現場等にお

ける任意の無線環境の予測・分析・可視化を可能とする統合シミュレータ技術を

確立した。 

無線環境学習・分析・予測の要素技術については、以下の成果を達成した。 

・無線環境を学習・分析し、無線システムの異常の有無や原因を事前に予測し、

異常発生時に先立って無線ネットワーク管理者へ警報や異常原因を通知する

技術を確立した。具体的には、各無線システムが要求する QoS2について、通

常の QoS と直近の QoS の変化から無線環境の異常発生確率を予測する手法を

考案した。本手法により、実際の工場を想定した無線環境情報を用いてシミ

ュレーションを行った結果、想定される無線システムの異常の発生を 80%以

上の確率で予測できることを確認した。 

・920MHz/2.4GHz/5GHz/60GHz帯を対象とし、３種以上の異なる無線通信が混在

した無線環境を高速解析可能な統合シミュレータを構築した。具体的には、

レイトレース 3と統計モデルを用い、物体の移動ルートや構造物の簡略化、補

間処理を併用した新たな計算手法により、複数の環境・条件において必要な

解析精度を維持したまま、従来手法に比べ最大 80%程度の計算時間の削減を

実現した。また、本技術の実用化を見据え、無線品質に加えて時間変動や工

程ラインの稼働率等、製造現場のユーザが直接知りたい情報をシミュレータ

の評価指標として追加することにより、本シミュレータの使用感の向上を図

った。これにより、実証実験の際に実施したアンケートの結果、無線の専門

家でないユーザの 90%以上から従来型の無線シミュレータに比べ、本シミュ

レータの方が使いやすいとの評価が得られた。 

   

図.工場内無線環境の可視化・解析（左）、干渉状況の可視化（右） 

狭空間対応

型無線シス

テム高機能

実証型環境

の構築・実

証 

製造現場等の狭空間における無線システム同士が相互に及ぼす影響等を評価す

るための試験環境を構築し、上記「周波数管理・最適制御技術」と「無線環境学

習・分析・予測技術」の実証を行った。 

無線システム高機能実証環境の構築・実証の結果、以下の成果を達成した。 

・実際の製造現場等で取得した無線環境情報を基に電波伝搬のモデル化を行

い、狭空間における電波伝搬状況のバーチャルエミュレーション技術を確立

した。具体的には、本研究開発技術の実用化を見据え、狭空間における無線

伝搬モデルとして４つの利用シーン（金属加工現場、機械組立工場、高所・

高温作業現場、物流倉庫）を模擬した 3D空間のテンプレートを作成し、狭空

                                                   
2 Quality of Service の略。重要な特定の通信を優先的に伝送するなど、ネットワーク上を流れるデータの通す順番や量を調整することにより通信品質を

確保する技術。 
3 光線や電波などのシミュレート手法（Ray Tracing：光線追跡法）のこと。発信点から放たれた電波を仮想的に追跡し、任意の受信点における電波の伝

搬特性や電界強度等を計算する。 







あった。そのため、平成 29 年度から本研究開発を開始し、早急に技術の確立を図ること

が必要であった。 

よって、我が国では、摺り合わせ型の設計・生産スタイルと現場の迅速な対応力を武

器に競争力のある製品を提供してきたという強みを一層強化するため、各現場における

問題を、サイバー空間を活用して設計・生産にフィードバックする技術、及び、各現場

の対応を模擬するシミュレーション技術（製造機器動作、部品製造シミュレータ等）の

開発を推進することとされていた。 

よって、本研究開発には、優先性があったと認められる。 

 

５ 政策評価の結果（総合評価） 

狭空間における周波数の稠密利用を可能とする技術を確立し、狭空間でも安定した通信を実現した。 

狭空間における周波数の管理・最適制御技術、狭空間における通信環境学習・分析・予測技術の確

立及び狭空間対応型無線システム高機能実証環境の構築・実証をすることにより、無線システムの帯

域の容量だけでなく、物理空間が通信に与える影響とその時間変動を考慮し、周波数・時間・空間を

活用し多面的・統合的・適応的に複数の無線システムの周波数/無線通信方式を制御することで、狭空

間における複数の無線システム間の干渉を回避することができるようになることから、狭空間におけ

る無線システムの周波数利用効率を現在の３倍とするとともに、狭空間における周波数の有効利用の

一層の向上に資することができた。 

よって、本研究開発には有効性、効率性等があると認められた。 

 

＜今後の課題及び取組の方向性＞ 

現在、第 5世代移動通信システムにおいて、IoT時代に対応するため高密度・高信頼化が進められ

ているが、限られた周波数資源の条件の下で、IoT機器の増加や、発生する情報の増大に対して、ユ

ーザの要件を満たすネットワークと、それを利用したサービスを柔軟に提供するという観点から、

本研究開発で推進している狭空間で免許不要帯(920MHz帯、2.4GHz帯、5GHz 帯、60GHz 帯)での無線

システムの高密度・高信頼化を推し進めることは、すみ分けや補完関係を維持・発展させるもので

ある。限られた周波数資源の条件の下で、IoT機器の増加や発生する情報の増大に対して、ユーザの

要件を満たすネットワークと、それを利用したサービスを柔軟に提供することを可能とするため、

標準化提案や対外発表を継続する。また、実用化段階においては、開発した方式の標準化を行い、

事業化段階においては製品化を行うことで、社会実装を目指していく。 

 

６ 学識経験を有する者の知見の活用 

「電波利用料による研究開発等の評価に関する会合」（令和３年６月２５日）において、目標の達成

状況や得られた成果等、実施体制の妥当性及び経済的効率性、実用化等の目途等について外部評価を

実施し、外部有識者から以下の御意見等を頂いたため、本研究開発の評価に活用した。 

・達成目標は着実に達成されており、対外発表件数、申請特許件数ともに多い。高いレベルの多く

の技術成果が得られている。また、それらの知財の獲得と標準化が戦略的に行われており、研究

機関間の連携も有効であったと判断する。 

・本研究開発で推進している狭空間で免許不要帯(920MHz 帯、2.4GHz 帯、5GHz 帯、60GHz 帯)での

無線システムの高密度・高信頼化は、すみ分けや補完関係を維持・発展させるものである。IoT機

器の増加や発生する情報の増大に対して限られた周波数資源を有効活用することにつながり有

益であった。 

 

７ 評価に使用した資料等 

○第５期科学技術基本計画 （平成 28年１月 22日閣議決定） 

 http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/5honbun.pdf 

○電波政策 2020 懇談会 報告書 （平成 28年 7月 総務省） 



http://www.soumu.go.jp/main_content/000430220.pdf 

○「新たな情報通信技術戦略の在り方」第二次第２次中間答申 （平成 28年７月 情報通信審議会） 

 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin03_03000223.html 

○電波利用料による研究開発等の評価に関する会合  

http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kenkyu/index.htm 















7 

課題（エ） 

モバイル FH

／BHの通信

リソース管

理技術 

5G無線アクセスネットワーク(RAN)の多数の小型基地局を PON15による光アクセスネットワー

クでフレキシブルかつ高効率に収容するための「PON リソース管理・割当制御技術」を開発し

た。開発した PONシステムは、オーケストレータ 16/SDN-Controller17/VOLTHA18/vOLT19を試作・

統合し、ネットワークスライシング 20に対応した PON リソース管理制御を実現しており、サー

ビス毎のトラフィック・データをもとに機械学習にて需要予測し、通信リソースを自動で割当

制御する技術を、「PONリソース管理・割当制御技術」に適用し、スライス・リソース自動制御

を実現した。これらの技術により 3 分の 1 の通信リソースで PON スライスを構築することによ

り、特定条件下で 3倍の通信リソースと同等の品質を維持することを実現した。 

更に、リソースプール（サービスのスケジューリング）に対応したインターフェースを実装

した統合制御機能を試作し、課題アと連携した検証環境を構築したうえで、リソースプール機

能による SDNコントローラの抽象化リソースダイナミック割当管理技術、vOLTのダイナミック

リソース制御及びダイナミックサービス割当制御技術を実現した。これにより、オーケストレ

ータが指定するスケジュールに従ったダイナミックな通信リソース切替により PON を用いたモ

バイルフロントホール/バックホールの通信リソース利用の場合においても特定条件下で 3 倍

効率化を実現した。 

図５：通信リソースの利用効率を 3倍とするシナリオ 

課題（オ） 

実環境評価

を併用する

有無線エミ

ュレーショ

ン /シミュ

レーション

基盤 

実環境評価用テストベッドにおける計測結果を複数のエミュレータを連動させて再現する技

術を確立することにより、目標とした 100m×100ｍの空間領域における複数無線設備 50台以上

の通信環境において 80%以上の精度での再現を達成するとともに、他の課題と連携しそれぞれ

の課題の開発にも貢献した。具体的には横須賀 YRP内において ITS21を対象とした実環境評価用

テストベッドを構築するとともに、実環境計測とハードウエアエミュレーション共通に利用で

きる疑似無線設備を整備し、精密計測を行うことによりハードウエアエミュレータにおける再

現を可能とした。一方、ハードウエアエミュレータの電波伝搬モデリング構築に際し、レイト

レース 22による伝搬結果を評価指標とすることにより実環境との差異を圧縮することができ

た。 

さらに、横須賀にあるハードウエアエミュレータと北陸にあるソフトウエアエミュレータと

を高速回線(JGN)で結んで、ハードウエアエミュレータでの計算結果を拡張することによって、

任意の場所における伝搬状況を再現することが可能となった。 

 

                                                   
15 Passive Optical Network の略。光信号を複数に分岐させることで光ファイバを複数ユーザで共有する技術。 
16 複雑なシステムやサービスの配備/設定/管理を行うソフトウェア。 
17 Software Defined Network-Controller の略。下位の物理ネットワークを一か所で集中管理するソフトウェア。 
18 Virtual Optical Line Termination Hardware Abstraction の略。多様なアクセス方式、ベンダ仕様に対して共通的な

管理インターフェースを提供する抽象化機能を実現するソフトウェア。 
19 Virtual Optical Line Termination の略。PON 方式の加入者回線網において、通信会社の局側の仮想環境に設置され

る光回線の終端装置。 
20 単一のネットワークインフラを仮想的に分割し、多様なニーズや用途に応じたサービスを提供できるよう複数の論理

ネットワークとして提供・運用する技術。 
21 Intelligent Transport Systems の略。高度道路交通システム。 
22 電波を光に見立てて、直接波や反射波、回折などによる電波の伝搬状況をシミュレートする手法。 



8 

 

図６：ハードウェア・ソフトウェア無線エミュレータの統合実験環境 

課題（カ） 

光ファイバ

無線技術に

よるモバイ

ルフロント

ホールの大

容量化・高

効率化技術 

ハイブリッド型アナログ RoF23モバイルフロントホール技術により、従来のデジタル伝送方式

と比べて所要光伝送帯域を 1/30以下に高効率化するという目標、及び同モバイルフロントホー

ル技術を前提としたフォトニックビームステアリング 24技術により、周波数利用効率を 3 倍以

上に向上するという目標を、当初予定通り達成することができた。 

具体的には、ハイブリッド型アナログ RoF モバイルフロントホール技術については、ユーザ

ーレート換算 27 Gbps の 5G 無線信号を 20km 伝送し、3GPP25で定める所定の信号品質を満足可

能であることを実証した。従来のデジタル伝送手法の場合はユーザーレートの 13-16 倍程度の

伝送帯域が必要であり、例えば 20Gbps のユーザスループットでは 260～320GHz が必要となる

が、本手法の場合は 6.7GHz で伝送可能であり、1/30 以下の所要伝送帯域での高効率伝送を達

成した。 

                                                   
23 Radio over Fiber の略。無線信号を光信号の形で伝送する技術。 
24 送受信したい電波の向きに合わせて最大の指向性を生成する技術。 
25 移動通信システムの仕様の検討・作成を行う標準化プロジェクト。 
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○世界最先端ＩＴ国家創造宣言 （平成 28年５月 20日閣議決定） 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/kettei/pdf/20160520/siryou1.pdf 

○電波政策 2020 懇談会 報告書 （平成 28年 7月 総務省） 

http://www.soumu.go.jp/main_content/000430220.pdf 

○電波利用料による研究開発等の評価に関する会合 

http://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kenkyu/index.htm 
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それぞれのサービス毎に多種多様でハイレベルなサービス要件（リア

ルタイム、ダイナミック、リモート、セキュア等）が求められること

となる。 

上述の AI と革新的ネットワークの掛け合わせによるプラットフォ

ームを構築するためには、通信ネットワークの大容量化に対応するた

めの光通信技術の高度化に加え、「AI によるエッジの最適自動化技

術」、「スライスの設計・運用・管理自動化技術」、「暗号化したままで

の高速データ分析技術」の研究開発を実施し、革新的 IoT/BD/AIネッ

トワーク基盤の確立を図るとともに、多様な分野で AI サービス提供

者、ユーザ企業等との協業を図っていくことが必要である。これによ

り、日本のネットワーク事業者、ベンダの Society5.0時代の新たなプ

ラットフォーマーとしての国際競争力の強化に寄与することが重要

である。 

 

【具体的な取組、今後の方向性】 

◎革新的 IoT/BD/AIネットワーク基盤の確立を図るため、 

・ AIによるエッジ制御・ルーティングの自動最適化技術 

・ スライスの設計・運用・管理自動化技術 

・ 暗号化したままでの高速データ分析技術 

の研究開発を推進 

◎ 革新的 IoT/BD/AI ネットワーク基盤をもとに、多様な分野で、AI

サービス提供者、ユーザ企業等と協業することで社会実装を推進し、

新たなプラットフォーム機能の提供を目指す 

成長戦略フォローア

ップ 2019（令和元年 6

月 21日閣議決定） 

８．Society 5.0 実現に向けたイノベーション・エコシステムの構

築 

（２）新たに講ずべき具体的施策 

ⅰ）自律的なイノベーション・エコシステムの構築 

② 高等教育・研究改革 

ウ）戦略的な研究開発の推進 

・「AI 戦略 2019」（令和元年６月 11 日統合イノベーション戦略推進

会議決定）に基づき、人材育成や研究開発、社会実装に向けた取組等

を推進する。 

統合イノベーション

戦略 2019（令和元年 6

月 21日閣議決定） 

第Ⅱ部 

第５章 特に取組を強化すべき主要分野 

（１）ＡＩ技術 

②目標達成に向けた施策・対応策 

＜研究開発＞ 

〇 ＡＩに関する中核研究プログラムを立ち上げ、ＡＩの基盤的・融

合的な研究開発を推進する。 

ＡＩ戦略2019（令和元

6 月 11 日統合イノベ

ーション戦略推進会

議決定） 

Ⅲ．産業・社会の基盤作り 

Ⅲ－２ データ関連基盤整備 

（３）ネットワーク 

＜具体目標２＞ 
日本全国でＡＩの活用が可能となるためのネットワーク基盤の高度

化と安全・信頼性の確保 

（取組） 

革新的ＡＩネットワーク統合基盤技術の研究開発（障害対応の自動化

技術、ネットワーク設計の自動化技術）（2020 年度） 

 

（３）目標の達成状況 
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おいて計算資源の調停・SFC再構成案を自動的に算出する学習モデルを確立した。計算資源

の自動調停では、長期・短期学習を連携した 2段階学習を開発し、資源需要の過少予測を既

存の学習より約 10%軽減して調停回数を 1割削減した。また、事前のデータ重要度解析によ

り学習データを削減することで、学習時間を 57%短縮させた。SFCの自動再構成では、注意

機構(Attention)を備えた機械学習モデルでその解を学習することにより、既存手法に比べ

て、学習時間を 1/3に短縮することができた。また、大規模 SFC基盤では学習データの作成

に時間を要するため、学習データを分割して複数の AIが分担学習することで学習時間の短

縮を図るとともに、各 AI間を調整する統括 AIを導入した移行/再構成技術を確立し、広域

レベルにおける 20%の負荷分散を達成した。 

 

 

ネットワーク状態分析技術は、ネットワーク障害要因解析と障害予兆検出を実現する AI

によるネットワーク品質分析技術並びにネットワーク障害要因解析と障害予兆検出を実現

する AIによる運用業務抽出・実行技術から成り、ネットワーク品質分析技術は、障害予兆

検知 AI及び障害要因解析 AIを開発し、大量のデータ生成、低レイヤ含むデータ収集、時系

列差分によるデータ前処理を経て得られたデータセットを用いて分析エンジンに適用し、

90%超の障害要因特定精度を確認した。運用業務抽出・実行技術は、復旧手順推定 AIを開発

し、商用ネットワークへの適用時に再学習を発生させないために、AI モデルを復旧手順毎

に作成する学習を適用し、さらに、学習データ前処理を加えることで正当率を向上させ、90%

超の復旧手順正解率を確認した。 

 
 

AI によるネッ

トワークサー

ビス自動最適

運用制御技術 

全国 8 拠点を含む企業ネットワークを模擬した SD-WAN（Software-defined Wide Area 

Network）環境を NICTテストベッドに構築して検証を行い、サービス要件提示からネットワ

ーク要件定義までにかかる時間を従来の 1/5 以下、ネットワーク要件からネットワーク設

計完了までを 10分で完了させるネットワークサービス自動最適運用制御技術を実現した。 

                                                   
ス機能チェインを構築する技術。 
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開発したネットワークサービス自動最適運用制御技術は、AI ネットワークリソース最適

化技術及びネットワークサービス設計制御・更新技術で構成される。AI ネットワークリソ

ース最適化技術は、ユーザが求めるサービス要件に対する要件定義を行うとともに、サービ

ス品質の指標化を行い、変動する必要リソースとネットワークリソースとのギャップを分

析し、柔軟にリソース配分を行う最適な協調制御モデルを確立することを目的としている。

そのために従来技術にはないサービス要件をもとに、ナレッジベースで作られたネットワ

ーク要件モデルから最も適したモデルを自動選定するサービス要件分析システムを開発し、

複数 AIスタッキング方式を適用することで、80％以上のモデル選定率を達成することによ

り、従来の人手によって 3 週間を要したネットワーク要件策定を 1/5 以下の時間で完了さ

せることを実現した。 

 

ネットワークサービス設計制御・更新技術は、最適なリソース設計を自動的に行うことを

可能とする設計制御モデルを構築するとともに、運用状況に応じた学習モデルとネットワ

ーク設定の更新技術を実現すべく、ネットワーク要件の実現方法に関するパターンを組合

せて数万種以上の設計案を生成し、多様な要件に対して柔軟に設計を導出する基盤技術並

びに設計案の構造的な特徴を捉えて設計案の良さを推定して探索範囲を絞込み、ネットワ

ーク設計を自律的に 100倍高速化する AI技術を確立した。また、設計結果全体だけでなく、

各部分個別に評価を行いフィードバックする独自手法を開発し、学習時間を 1/10に短縮さ

せ、新規部品導入時の再学習を容易化するとともに、長期的なトラフィック変動の傾向分析

結果に基づく再設計により、長期的なコスト対効果を改善させるオートヒーリングを実現

した。これらの確立した技術により従来人手で 1 カ月を要していた SD-WAN の設計を 10 分

程度で完了させることを実現した。 
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データ連携に

よるネットワ

ーク機能動的

制御技術 

今後のトラヒック増加の主な要因と想定されるオンデマンド配信サービスと IoT サービ

スのユースケースを設定し、それぞれのユースケースにおいて NICTテストベッド上にデー

タ連携基盤技術及びデータ連携処理技術の環境を構築し、AI によるネットワーク運用技術

及び AIによるネットワークサービス自動最適運用制御技術と連携した検証を行い、データ

連携によるネットワーク機能動的制御技術を実現した。 

オンデマンド配信サービスのユースケースでは、ネットワークの逼迫やサーバ処理能力

の低下が起因してネットワーク上で通信遅延や損失が発生し、映像視聴が乱れる事象が発

生する課題に対して、キャッシュサーバ切り替えに必要な連携 APIを設計することにより、

AIネットワーク基盤とデータ連携するキャッシュ制御システムを確立した。本技術を用い、

全国規模を模擬した検証環境を NICT・民間連携テストベッドに構築し、データ連携の実証

を行った。その結果、新規視聴数のうち映像の乱れが発生する 93%に対し、映像の乱れの無

い状態に改善できることを確認し、有効性を示した。 
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https://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html 

○科学技術イノベーション総合戦略 2017（平成 29年６月閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/sogosenryaku/2017.html 

○新たな情報通信技術戦略の在り方 第三次中間答申（平成 29年７月情報通信審議会答申） 

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin03_02000216.html 

○成長戦略フォローアップ 2019（令和元年 6月 5日閣議決定） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/fu2019.pdf 

○統合イノベーション戦略 2019（令和元年 6月 21日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/cstp/tougosenryaku/index.html 

○ＡＩ戦略 2019（令和元 6月 11 日統合イノベーション戦略推進会議決定） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/ai_senryaku/pdf/aistratagy2019.pdf 

○ 情報通信技術の研究開発の評価について 

https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictR-D/091027_1.html 
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○公平公正な共用周波数リソース割当方式 
ダイナミック周波数共用において、空き周波数リソースは、複数の 2 次事業者間で共用

されることが想定されるため、周波数管理システムは、共用周波数を 2 次事業者へ動的に

割当る必要がある。また、共用周波数の利用効率を向上するには、2 次事業者の需要に基

づいた速やかな周波数割当が必要である。そこで、本課題では、従来の 2 次事業者別に割

当周波数帯を固定した方式と比較して、空き周波数リソースのうち共用利用者へ割当られ

る帯域における周波数効率を 30%以上増加させつつ、割当計算時間を抑制することで時間

的な空きリソース周波数の 90％以上を公平に 2 次事業者へ割り当てることを目標とした。 
考案した周波数割当手法を、シミュレーション環境として、3 事業者が計 120 局の基地局

を配置し、10 チャネル分の共用周波数を 24 タイムスロット分割り当てることを想定して、

評価を行った。図イ-４ (a)に、基地局を配置する正方形エリアの 1 辺の長さに対する、周

波数効率を示すエリア全体の平均スループット 3の評価結果を示す。提案手法では、2 次事

業者に共用周波数を固定的に割当する従来手法と比べ、目標値 30 %を上回る 43 %以上増

加することを確認した。次に、同一評価条件下において、公平性を評価した。公平性の評

価指標として Fairness Index (FI) を用いた。同指標は、1 に近づくほど、事業者間の需要

帯域に対する割り当て帯域を示す獲得率の差分がなく、公平性が高いことを示す。2 事業

者に固定的に割り当てる従来手法では、FI が 0.98 だったのに対して、提案手法でも同等

の 0.98 となり、需要に応じた動的割当でも高い公平性を保つことを確認した。次に、割り

当て基地局数に対する 2 タイムスロットあたりの計算時間を図イ-４ (b)に示す。基地局仮

想化を実施しない場合と比べ、提案手法では、計算時間を 1/1000 以上圧縮した。また、計

算時間は、米国での CBRS4の基地局制御の最短単位である 5 分を割当周期とした場合で

も、割当計算によるロスは約 3%となり、到達目標である時間的な空きリソース周波数の

割当率 90%以上を達成した。 

  

(a) スループット (b) 計算時間 

図イ-４ 提案手法と既存手法の平均スループット及び計算時間の比較 
 

ウ 共用周波数

の利用技術 

○共用周波数の干渉許容技術 

 本課題では、5Gシステム側で得られる既存システムに関するシステム情報の粒度によっ

て干渉影響を低減するアプローチが異なるため、詳細な情報が利用可能な場合に適した技

術として、「(1)共用システムにおける異システム対応型干渉除去手法」を、情報粒度が粗

い場合に適した技術として、「(2)共用システムにおける適応的リソース再構成制御手法」

の検討を行った。 

(1)の干渉除去技術では、既存無線システムからの干渉信号を 5G受信機で除去すべく、サ

ンプリング周波数 5等のシステム差分および双方の信号の受信タイミング差分を補正し、

5G 受信機側で異システムの受信レプリカ信号 6を生成して除去する技術を確立した。図ウ

-１に本技術を実装した試作装置の屋外無線伝送実験で得られた結果を示す。既存無線シス

テムからの干渉が強く、これまで 5G通信が利用できなかった状況において、提案する干渉

除去技術を適用することで 8Mbps から 23Mbps 程度のスループットが得られた。この結果

から、受信機の実装制約を考慮した条件においても、目標とする 30％以上の周波数利用効

率改善に相当する特性を確認した。 

                                                   
3 スループット：伝送路を通じて単位時間あたりに送受信できるデータ量 
4 CBRS(Citizens Broadband Radio Service)：3.55GHz から 3.70GHz を利用する、米国での周波数共用方式 
5 サンプリング周波数：アナログ信号をデジタル信号に変換する際、1 秒間にデータをサンプリングする回数 
6 レプリカ信号：所望の送信アンテナ信号を検出する際、他の送信アンテナからの干渉信号を予測して複製した信号 
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(2)リソース再構成技術の検討では、5G システムにおいて既存無線システムからの干渉影

響を基地局が把握し、干渉影響の少ない端末に対してリソースおよび電力を集中的に割り

当てる技術を確立した。具体的には、既存無線システムから各端末への干渉影響を把握す

るために 5G に信号を送信しないブランクシンボル区間を挿入し、ユーザが干渉影響を観

測し、基地局に通知し、これに基づいてリソースの割り当てを行う。システムレベルの計

算機シミュレーションによる評価を行い、図ウ-２に示すように、既存無線システムからの

離隔距離が小さい場合（300m程度）において、ブランクシンボル挿入によるオーバーヘッ

ドが発生する場合においても、目標とする 30%以上の周波数利用効率改善の実現を確認し

た。 

  
図ウ-１ 提案干渉除去方式の 

適用効果一例 
図ウ-２ システム間の離隔に対するスル

ープット特性 
 

○共用周波数の重度干渉回避技術 

 重度な干渉の前兆となる、共用周波数利用時の干渉条件での信号検出方式に取り組ん

だ。サンプル点加算 CBM（Correlation Based Method）およびシンボル加算 CBM方式を導

入し、マルチパスフェージング 7環境下であっても、既存無線システム（FPU）の信号、お

よび 5Gシステムの信号が、I/N8= –10dBにおいても検出できる方式を確立し、電波センサ

ーに実装した。実装した電波センサーを用いて、図ウ-３に示すように、都内の実証フィー

ルドで実際に 2.3GHz帯 LTE信号の検出実証試験を実施し、I/N=–10dB付近でも検出可能で

あることを実証した。また、電波センサー回路規模削減に資する量子化待受信号方式を確

立した。 

既存システムから 5Gシステムへの制御情報を通知、もしくは相互に制御情報を交換し、双

方の無線システムが、より密な連携により、重度な干渉を回避可能な周波数共用を実現す

る通信方式の検討を行った。制御情報の通知、交換する所要通信エリアを 5kmとし、この

通信エリアを最大送信電力 250mWで伝送可能な方式の確立を目標として取り組んだ。そし

て IEEE802.15.4g/4x 準拠の狭帯域 OFDM9をベースに、狭帯域 OFDM の特徴である少ないパ

イロット信号でも移動通信環境での利用に対応可能な送受信方式を提案し、図ウ-４に示す

ように、目標値の 1/10 以下である送信電力 20mW で約 6km 伝送を達成する方式を確立し

た。 

共用可能な周波数帯が可変する場合でも、5Gシステムでの利用が可能にするために、可変

帯域制限型の 5G システムを想定している。空き周波数リソースの有効活用には帯域外輻

射の抑圧が必要で、送信側で時間軸窓を適用し、受信側で LLR 調整 10を実施することで、

帯域外輻射の 1/1000 以下の抑圧を実現しつつ通信品質の劣化がない方式を確立した。本

方式を異システム間共通連携制御干渉検出方式としても活用可能な商用 5G システムへ実

装し、図ウ-５に示すように、約 25dBの抑圧を実証した。 

                                                   
7 マルチパスフェージング：電波が地形や建物による反射や回折を繰り返し、複数の電波となって受信機に到達すること

により、受信電力が大きく変動する現象 
8 I/N：他システムからの干渉電力(I: Interference)と、自システム内の雑音電力(N: Noise power)とのレベル比 
9 狭帯域 OFDM：狭いチャネル帯域幅において変調方式と符号化方式を可変することにより、省電力で利用環境に適応

したデータレートを実現する通信方式 
10 LLR 調整：ある受信信号に対し元の送信ビットが 0 もしくは 1 である確率の比の対数値(LLR)を補正し復号する手法 
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・従来の周波数共用では割当てが困難と判断されていた空き周波数リソースの 90％以上を共用可能

とすることで、５Ｇへの周波数割当てを加速させるための研究開発であり、合わせて時間単位での

高度な周波数共用に関する技術的検討を実施し、技術的条件を取得する調査検討である。いずれの

項目についても到達目標を達成していると判断する。 

・達成目標は着実に達成されており、対外発表件数、申請特許件数ともに多い。高いレベルの多くの

技術成果が得られている。また、それらの知財の獲得と標準化が戦略的に行われており、研究機関

間の連携も有効であったと判断する。 

・5G の普及に向けて、国際的な調和を保ちながら新たな周波数ニーズに対応すべく、5G と既存無線

システム間の動的かつ稠密な周波数共用の実現を目指すために、研究開発と技術試験事務を合わせ

て行ない、「空き周波数リソース探知技術」、「共用周波数の管理技術」、「共用周波数の利用技術」に

より、それぞれ、探知率 90%以上、時間割当率 90%以上、周波数利用効率 30%以上改善と、目標値以

上を達成している。また、技術試験事務「移動通信システムと他の無線システムとのダイナミック

な周波数共用に関する調査検討」と連携し、研究開発の要素技術を反映させ、2.3GHz 帯の社会実装

に向けた環境整備、26GHz 帯に対するダイナミック周波数共用の有効性の確認に貢献している。以

上より、目標は達成され、予算も効率的に使用されたと思われる。 

 

７ 評価に使用した資料等 

○規制改革実施計画（平成 29年 6月 9日閣議決定） 

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/publication/p_index.html 

○未来投資戦略 2017（平成 29年 6月 9日閣議決定） 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/miraitoshikaigi/dai10/index.html 

○規制改革推進会議 第２次答申（平成 29年 11月 29日決定） 

https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/suishin/publication/p_index.html 

○電波利用料による研究開発等の評価に関する会合 ＜電波利用料＞ 

https://www.tele.soumu.go.jp/j/sys/fees/purpose/kenkyu/ 

 

以上 

 


